
平成３０年７月５日

地球温暖化対策の国民運動
「COOL CHOICE」の推進について

環境省 地球環境局国民生活対策室長 林 俊宏



顕在化しつつある気候変動の影響
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図 サンゴの白化（写真提供：環境省）

農山村の過疎化や狩猟人口の減少等に加え、
積雪の減少も一因と考えられる。

農林産物や高山植物等の食害が発生

熱中症・
感染症

2010年以降、救急車で搬送された熱中症患者
の全国計は4万～5万人で推移。

短時間強雨の観測回数は増加傾向が明瞭に現れている。

（写真提供：中静透）

米・果樹

・水稲の登熟期（出穂・開花から収穫までの期間）の
日平均気温が２７℃を上回ると玄米の全部又は一部
が乳白化したり、粒が細くなる「白未熟粒」が多発。
・特に、登熟期の平均気温が上昇傾向にある九州地方

等で深刻化。

成熟後の高温・多雨により、果皮と果肉が分
離する。（品質・貯蔵性の低下）

図： みかんの浮皮症
（写真提供：農林水産省）

米が白濁するなど品
質の低下が頻発。

図 ヒトスジシマカ
（写真提供：国立感染症研究所

昆虫医科学部）

生態系

サンゴの白化・ニホンジカの生息域拡大

デング熱の媒介生物
であるヒトスジシマ

カの分布北上

図 水稲の「白未熟粒」(左)と
「正常粒」(右)の断面

（写真提供：農林水産省）
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異常気象・災害
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7～9月の全国熱中症搬送者数

（出典：総務省消防庁 熱中症情報 救急搬送状況より
環境省作成）

（出典：気候変動監視レポート2016(気象庁)）

顕在化しつつある気候変動の影響
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気候変動の影響（熱中症の増加）

熱中症の増加
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7～9月の全国熱中症搬送者数

（出典：総務省消防庁 熱中症情報 救急搬送状況より環境省作成）

2010年以降、救急車で搬送された熱中症患者の全国計
は4万～5万人で推移。

基準値は1981〜2010年の30年平均値 25年
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気候変動の影響（短時間豪雨）

短時間強雨の観測回数
は増加傾向が明瞭に現

れている。

短時間豪雨の増加

（出典：気候変動監視レポート2016(気象庁)）
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気候変動の影響（農作物（米）への影響）

米への影響

・水稲の登熟期（出穂・開花から収穫までの期間）の
日平均気温が２７℃を上回ると玄米の全部又は一部
が乳白化したり、粒が細くなる「白未熟粒」が多発。
・特に、登熟期の平均気温が上昇傾向にある九州地方

等で深刻化。

米が白濁するなど品質の
低下が頻発。

図 水稲の「白未熟粒」(左)と
「正常粒」(右)の断面

（写真提供：農林水産省）



既に世界に被害をもたらしている気候変動

◼ 2011年のタイの洪水では、工業団地が浸水し、多くの日本企業
が操業停止等の影響を受けた（洪水で浸水した自動車工場）

（出典）国土交通省

（出典）ロイター

◼ 2015年9月関東・東北豪雨による被害（茨城県常総市の浸水状況）

（出典）国土交通省

４

米国やカリブ海沿岸の大型ハリケーン被害など、2017 年は気候変動被害と
して、過去最大の約34兆円の経済的損失を計上(世界気象機関発表)

（出典）環境省、2018：熱中症環境保健マニュアル2018

◼ 熱中症による国内・年間死亡者数の推移◼ 2017年の九州北部豪雨による被害（福岡県朝倉市の流木による被害）



温室効果ガスの状況
とパリ協定
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(℃)

厳しい対策をとれば、産業革命時期比で
0.9～2.3℃上昇

（出所）AR5 SYR  図SPM.6

現状を上回る対策をとらないと、
産業革命時期比で3.2～5.4℃上昇

【世界平均地上気温変化（1986 ～2005 年平均との差）】

2015～17年の気温は、工業化以前に比べて1℃以上高い（WMO）
今後地球温暖化はさらに進行する見込み（IPCC)
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○気候モデル：MIROC5
○格子間隔：1km
○1981～2000年を基準期間とした場合の相対値

厳しい
温暖化対策を
とった場合
(RCP2.6)

厳しい
温暖化対策を
とらなかった場合

(RCP8.5)

※本サイトで提供するすべての予測結果は特定のシナリオに基づく予測であり
、種々の要因により実際とは異なる現象が起こる可能性（不確実性）がありま
す。

全国・都道府県情報 年平均気温の将来予測
10



目

的

世界共通の長期目標として、産業革命前
からの平均気温の上昇を２℃より十分
下方に保持。1.5℃に抑える努力を追求。

行
動
目
標

今世紀後半に温室効果ガスの人為的な
排出と吸収のバランスを達成できるよう、
排出ピークをできるだけ早期に迎え、最新
の科学に従って急激に削減。

パリ協定の目標は「排出ゼロ」



あとどのくらいCO2を排出できるのか
累積CO2排出約3兆トンで、地球全体の平均温度は2度上昇（IPCC）。

既に約2兆トン排出、残り約1兆トン（現行ペースで約30年）。
化石燃料の埋蔵量を全て燃やすと約3兆トン排出相当、つまり3分の2は燃
焼できない。

出所 OECD “Divestment and Stranded Assets in the Low-carbon Transition”, p.4, 2015年10月（化石燃料の可採埋蔵量についてはCarbon Tracker Initiative and 

The Grantham Research Institute, LSE “Unburnable Carbon 2013: Wasted capital and stranded assets”が原著）を基に環境省作成

1.89 兆トン

1.74 兆トン

既に
排出

2℃目標を達成するための
累積許容CO2排出量

3.01兆トン

2.86兆トン
化石燃料の可採埋蔵量に
含まれるCO2排出量

燃焼できる量＝

1.12 兆トン
＝残る許容排出量

燃焼
できない

1.12 兆トン 1.12 兆トン
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我が国の
温室効果ガス排出量の状況
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14
我が国の温室効果ガス排出量（2016年度確報値）
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＊温室効果ガス排出量の9割超を占めるＣＯ２排出量は、対前年度比1.6％減、2013年度比8.3％減となっており、温室公ガス
排出量全体の削減率よりも高い削減率となっている。
＊代替フロンガ等４ガスは、排出量及びシェアともに増加している。前年からの増加は、オゾン層破壊物質であるハイドロクロロフ
ルオロカーボン類（HCFCs） から HFCs への代替が進んむことによる業務用冷凍空調機器稼働時の排出量の増加と、廃棄す
る業務用冷凍空調機器からのフロン回収率が 10 年以上３割台にとどまっ ていること等により排出量が増加している。

各温室効果ガスの排出量（2005年度、2013年度及び前年度との比較）
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＊業務その他部門の2013 年度からの減少は、省エネによりエネルギー消費原単位の向上と、エネルギー消費量の減少等による。
＊家庭部門の2013 年度からの減少は、エネルギー消費量の減少と、電力由来の CO2 排出原単位の改善等による。なお、世帯当た
りエネルギー消費量及び一人当たりのエネルギー消費量は共に減少している。
また、家庭部門の排出量が前年度比で0.6％増加している理由は、、冷暖房の需要が増加し、電気や灯油等のエネルギー消費量
が増加したこと等による。世帯当たりエネルギー消費量は減少（0.4%減）しているものの、一人当たりのエネルギー消費量は増加
（0.7%増）している。

ＣＯ２排出量の状況
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部門ごとのＣＯ２排出量の内訳（2016年度）



18

家庭からの二酸化炭素排出
量（マイカーを含む）は、排出
量の３割強が照明・家電製品、
３割弱が自動車、３割弱が冷
暖房・給湯となっている。

家庭からのＣＯ２排出量の内訳（2015年度）
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一人当たりエ

ネルギー起源

CO2排出量

[tCO2/人]

CO2排出量

[百万t-CO2]

（年度）

家庭部門 1億7,900万トン
(+2.1%)《▲12.6%》［▲2.9%］
<15.7%>

一人当たりエネルギー起源CO2排出量
9.01 t/人 (▲4.5%)

《▲7.2%》［▲0.4%］

エネルギー消費量とCO2排出量の推移

3

➢ 家庭部門の最終エネルギー消費量は、2010 年度をピークに減少傾向。CO2排出量は、2013 年度以降減少。
一人あたり消費量・排出量でみても、減少傾向が続いている。

➢ 足元でのマクロで見た家庭部門の最終エネルギー消費量・CO2排出量は着実に削減されていることから、今後とも
この削減傾向が続くよう、COOL CHOICEの普及啓発の取組により後押しをしていく。
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一人当たり最終

エネルギー消費

量[GJ/人]

最終エネルギー

消費量[PJ]

（年度）

家庭部門 1,917PJ

(▲12.3%)《▲6.2%》
［+0.6%］ <14.1%>

一人当たり最終エネルギー消費量
107GJ/人 (▲13.8%)

《▲4.5%》［▲0.9%］

家庭部門の最終エネルギー消費量と
1人当たり最終エネルギー消費量

家庭部門のCO2排出量と
1人当たりエネルギー起源CO2排出量

(2005 年度比)《2013 年度比》[ 前年度比] ＜全体に占める割合(最新年度)＞

（出典）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」



地球温暖化対策の国民運動
「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ」
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● 2030年度△26%目標達成のための

【旗印】

省エネ・低炭素型の製品／サービス／行動など
あらゆる「賢い選択」を促す国民運動

民生部門（家庭・業務）等の対策の全体像

普
及
啓
発

民生部門
40％
削減

規制
税制
補助金

相
乗
効
果

危機意識を醸成し、低炭素な製品・サービス・行動の選択肢とメリットを示す。

・省エネ法トップランナー基準
・建築物省エネ法による
住宅・建築物の省エネ化

・エコカー減税
・家庭エコ診断

地球温暖化対策推進法の平成28年改正（普及啓発の強化）

国民各界各層でのCO2削減の自主的取組を促す普及啓発の重要性に鑑み、
地球温暖化対策計画に定める事項として国と様々な主体が連携協力した普及啓発
等を明記し、普及啓発を抜本的に強化。

賢い選択（COOL CHOICE）による国民運動
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2013年度
排出量※１

205
百万
tCO2

122
百万
tCO2

約40%減

26％

電力の排出係数改善

＜都内４人家族（戸建て住宅）では・・・＞※３

○照明をすべてLEDに変更： 6.6％減
○全居室の窓を複層ガラスに変更： 3.1％減
○10年前のエアコンを最新型に買換え：4.6％減
○10年前の冷蔵庫を最新型に買換え： 6.0％減

20.3％減

→4つのうち３つ以上を行えば、14％削減は達成可能

徹底した省エネ

2030年度
排出量
目安※２

家庭部門のCO2排出量

14％

家庭部門での約４割削減のイメージ

➢ 2030年度26％削減の達成に向け、家庭部門は４割という大幅削減が必要。

（対2013年度排出量比）

2

188
百万
tCO2

2.8％

2016年度
排出量※１

5.5％

約8.3%減

（環境省試算）
※１ 最新の2016年度温室効果ガス排出量（確報値）における数値。
※２ 削減目標決定時の基準年（2013年度）の排出量を用いて算出された排出量の目安。温室効果
ガス排出量の算定方法の変更等に伴う再計算により、削減目標決定時から2013年度の排出量が
変更されているため、正確には※１と比較できない点に留意。

※３ 個々の住宅の状況による対策効果の表れ方が異なる点に留意。 また、各試算は一定の前提
条件のもと行われている点も留意。

2016年度確報値では、
家庭部門のみ前年度で比で増加（0.6％）

対策のより一層の強化が必要！
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産業部門の省エネ等

［省エネ量：万kL］

この目標は、政府だけでなく、事業者や国
民が一致団結して行動を起こさないと実現
することは不可能。「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩ
ＣＥ」を旗印に政府をあげて国民運動を展
開する。私もその先頭に立つ考えである。
（平成27年6月2日地球温暖化対策推進本部での総理発言）

燃費改善・次世代自動車の普及

交通流対策（エコドライブ等）

住宅・建築物の断熱化、高効率給湯器

LEDなど高効率照明の導入

エネルギー管理の実施
（工場、業務、家庭）

省エネ型の家電・ＯＡ機器の普及

更なる技術開発によるエネルギー効率の
向上に加えて、日本が世界に誇る低炭素
型の「製品」「サービス」「ライフスタ
イル」の積極的な選択を促す必要がある。

家庭・業務部門で約４０％、運輸部門で約３０％の
CO2排出量削減（2013年度比）

予算、税制などの支援策
に加えて

徹底した省エネ（5030万ｋL相当）、温室効果ガス
２６％削減の達成に｢COOL CHOICE｣が果たす役割
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•我が国の26％削減目標達成には、民生部門（家庭･業務）４割などの大幅削減が必要であり、規制・補助金・税制優遇による誘
導だけでなく、国民各界各層の意識と行動の変革をお願いする必要がある。

•そのため、温暖化対策計画の事項に、排出削減に関する普及啓発等を明記（法定）し、国民運動を抜本強化。
•温暖化への危機感を共有し、低炭素な「製品」「サービス」「ライフスタイル」の“賢い選択”（COOL CHOICE）のメリットを
伝え、行動につなげていく。

地球温暖化に関する危機意識の浸透
・地球温暖化問題を身近に感じてもらうことにより、
国民一人一人の自主的な行動を促す

幅
広
い
関
係
者
と
も
連
携
・
協
力
要
請
し
、
政
府
全
体
で
取
組
む

③低炭素なライフスタイル転換
・クールビズ、ウォームビズ
・ウォームシェア(公共施設、都市部では銭湯の利用等)

・エコドライブ、自転車の利用
・森里川海の保全・活用

経済的(省エネ)で快適・健康的(室内環境、ヒートショック防止等)な、低炭素な暮らし

①低炭素製品への買換
・LED・エアコン・冷蔵庫・エコカーなどの
省エネ製品
・高効率給湯器、節水型トイレ
・高断熱高気密住宅の新築・リフォーム

②低炭素サービスの選択
・公共交通
・都市部ではカーシェアリング
・低炭素物流サービスの利用
・スマートメーターによる「見える化」

・危機意識浸透のための効果的なコンテンツの作成
・動画等の伝達手段の活用
・地球温暖化防止コミュニケーターによる出前授業
・小・中・高校等での環境教育

・家電量販店、小売店等と連携したLED・省エネ家
電への買換え促進
・LED普及キャンペーン「あかり未来計画」
・関係業界と連携した高効率給湯器、節水型トイレ
、高断熱高気密住宅の新築・リフォームの促進
・自販連、自工会等と連携したエコカーの販売促進

・鉄道・バス業界等と連携し、公共交通の利用促進
・関連企業と連携し、都市部でのカーシェアリング
を促進
・物流業界、ネット通販業界、コンビニ等と連携し
低炭素物流サービスの利用を促進

・自治体、産業界、メディア、NPO等と連携し、ク
ールビズ、ウォームビズ、ウォームシェア、エコ
ドライブ等の普及イベント開催等の広報を実施

重
層
的
・
波
状
的
な
普
及
啓
発

低
炭
素
マ
ー
ケ
ッ
ト
の
拡
大
・
創
出

COOL CHOICEを旗印とするムーブメントづくり
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地球温暖化対策の国民運動
「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ」

本年度の取組

25
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「COOL CHOICE」の
詳細を知っている

前提 COOL CHOICEの広がり（認知度）

「COOL CHOICE」の
概要を知っている

（環境省調べ：折れ線グラフは一般へのアンケート結果）

〇 今年度の各種取組により、COOL CHOICEの認知度は着実に上昇。賛同数も右肩上がりに増加する
など、COOL CHOICEの取組は国内に広がっている。

〇 家庭部門のCO2排出量削減目標の達成に向け、今後も取組の拡大・共有に努める。

5

253万人

317万人

387万人「COOL CHOICE」の
名称を知っている

➤認知度 皆様の実感は？



【ファーストフード店】
銀だこ50％、ファーストキッチン49％

調査期間：2018年2月21日～26日

【コーヒーチェーン】
サンマルクカフェ56％、上島珈琲43％

【無糖茶】
サントリーウーロン茶48％

調査期間：2017年9月15日～20日

【スナック菓子】
ポリンキー53％、堅あげポテト49％

調査期間：2017 年6月16日～20日

【ミネラルウォーター】
クリスタルガイザー49％

【機能性飲料】
胡麻麦茶48％

調査期間：2017 年7月14日～19日

【チョコレート】
ガルボ51％、森永チョコレート49％

【RTD】
ほろよい50％

調査期間：2017年11月16日～21日

調査期間：2018年1月17日～19日

クールチョイスの目指す認知率５０％とは どの程度のものか ■商品認知調査（JMR生活総合研究所調べ
/ 対象：20歳～69歳男女個人）
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①「知識」から「行動」へ
→具体的なアクションの提示。すぐできることをわかりやすく！

②政府の本気感を示す
→チーム６では新聞広告などで本気感を示し、企業の取り組みを引き出した。

③Ｗｉｎ-Ｗｉｎの関係を大切に
→慈善事業だから皆が協力するのではない。互いに利する関係が必要！

④「発信主義」ではなく「受信主義」
→タッチポイントは何か、相手の立場に立った広報展開が必要。

⑤「選択と集中」と「てこの原理」
→予算は有限。世の中の潮流を見定めて、適切なタイミングで集中して展開

→トップ・アプローチや主要企業とのピンポイント連携により、いわゆる「てこの原理」

を最大限に利用。

国民運動初期の基本的な考え方
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地域循環共生圏

第２部 環境政策の具体的な展開第五次環境基本計画の基本的方向性



地域エネルギー企業による再エネ・省エネ・蓄エネサービスの拡大

➢「再エネ・省エネ・蓄エネの総合サービス」を担う地域エネルギー企業は地域
単位で需要に柔軟に対応。施設の設置、メンテナンス、マネジメント等を担う
ビジネスの育成を通じ、地域経済の活性化、雇用の創出。

￥
関係者が出資

地元金融機関が
融資

高い再エネ利用
目標を掲げる企業

工場屋根・遊休地

利用

供給

公共施設
オフィス・店舗・家庭

病院・学校など

利用

供給

廃棄物発電

余熱利用

利用

需要地近接型のベンチャー新電力による
地域資源を活用した再エネ発電

地域エネルギー

企業

供給

供給

水素バス
（例：日野自動車）

フォークリフト
（例：豊田自動織機）

地元自治体の温暖化対策計画とも連携

金融機関・
ファンド 水力発電

地熱発電

バイオマス集材発電

＜事業体の主な特徴（例）＞
⚫地方自治体の積極的な参画・関与
⚫地域金融機関の協力（資金調達、事業性の評価等）
⚫地元企業や一般市民の出資
⚫電源に占める高い再エネ比率（CO2排出係数小さい）
⚫需給管理等の事業ノウハウ蓄積
⚫地域の雇用創出、経済活性化に貢献 等

＜すでに活動している主な地域エネルギー企業の例＞
○みやまスマートエネルギー(福岡県みやま市):

地元再エネの活用に加え、高齢者見守りサービス、自治体間
連携による共同購買によるコスト削減等を展開。

○浜松新電力(静岡県浜松市): 
政令指定都市初の新電力。市と地元企業等が協働して設立。

省エネ支援等のエネルギー総合サービスを提供する「浜松版シュ
タットベルケ」を目指している。

○やまがた新電力(山形県): 
都道府県初の新電力。供給基地化、災害対応力の向上、

「地域経済の活性化、「産業の振興」を目指している。

出資・投融資

回収・配当
浄水場での
小水力発電



本年度の取組の全体像
事業の狙い 実施事業例 進捗確認事項例 2030年目標との関係

地球温暖化への関心度の向上、
危機意識の浸透

•地球温暖化防止ｺﾐｭﾆｹｰﾀｰ事業
•公式HP等でのCOOL CHOICE TV

（動画）、SNSの活用

•地球温暖化や地球温暖化がもたらす影響
への関心度

•地球温暖化対策の必要性への認知度
•地球温暖化の影響につい
ての理解促進

•国民運動の推進
COOL CHOICEへの賛同拡大と

取組の促進

•各主体と連携した周知拡大
•デジキャラの活用
• COOL CHOICE LEADERS

AWARDの実施

•各種賛同数、認知度（特に詳細認知）

•家庭や職場で行う地球温暖化対策の実施
割合

省エネ家電・LED買換え促進
照明や空調の効率的利用の推進

•省エネ家電、LED買換え促進事業
•照明の効率的な利活用事業
• Light Downキャンペーン促進
• COOLBIZ、WARMBIZ推進事業

• LED販売実績
•照明の効率的な利用の実施割合
• COOLBIZ、WARMBIZの実施割合

•省エネ家電への買換え
（2030年度高効率危機が
全面普及）

• LED照明への交換（2030年
度ストック100％）

省エネ住宅・断熱ﾘﾌｫｰﾑの普及
水回りでのCOOL CHOICE推進

•省エネ住宅推進事業
- 体験型施策の実施、賃貸住宅での
省エネ住宅普及推進）

•水回りでCOOL CHOICE推進事業

•新築住宅販売件数に占めるZEH割合
•断熱ﾘﾌｫｰﾑの実施状況
• BELS取得件数

•新築はZEHを選択（2030年

度新築住宅における省エネ
基準適合率100％）

•既存住宅は省エネリフォー
ムを実施（2030年度省エネ
基準適合率約3割）

宅配便再配達率の削減
•低炭素物流推進事業
- 次世代を担う若者への呼びかけ、
職場受取や宅配BOXの普及啓発

•宅配便再配達率
•宅配ボックスの普及状況

•宅配便を1回で受け取ること
で、再配達による年間CO2

排出量（42万トン）を削減す
ることを目指す

エコカー普及
エコドライブ推進

•エコカー買換え促進
•エコドライブ推進事業

•エコカー保有割合
•エコドライブの実施率

• まずは、エコカー減税対象へ
の買換えを促進

• 2030年度には、新車の2台
に1台を次世代自動車に

シェアリングエコロジーの推進
•スマートムーブ推進事業
•自転車シェア、カーシェア推進事業
• COOL SHARE、WARM SHARE

•公共交通の利用割合
•自転車シェア、カーシェアの実施割合

• CO2削減にも貢献するシェ
アするライフスタイルを選択
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～第4回COOL CHOICE推進チーム
（30年2月〇日開催）資料～



省エネ家電グループ活動（案）

➢ 29年度は、省エネ家電やLEDの普及について、通年の啓発・呼びかけを実施。
➢ 30年度は、消費者が落ち着いて家電やLEDを選択可能な時期に集中して啓発・呼びかけを実施。

➢ 消費者が家電やLEDを買換える時期に先立ち普及啓発活動を盛り上げることで効果的に行動変容を
促すとともに、より節電・省エネにつながるような家電の使い方の工夫についての情報発信を強化。

啓発・呼びかけの強化

⚫ 特設HPの必要に応じた更新

⚫ ポスターの作成・掲出

⚫ 地方公共団体やコミュニティFM、地域センター等
を活用し、より多くの消費者に届くよう情報発信
力を強化（補助金事業等）

⚫ 2017 年 度 よ り 開 始 し た”COOLCHOICE
LEADERS AWARD”の継続、良い取組の表彰
を通じたインセンティブづくり

⚫ 関係者への、うちエコ診断士、温暖化防止コミュ
ニケーターへの参画呼びかけ

⚫ 多くの家計が家電を買換える時期等に普及
啓発活動を盛上げ、効果的に行動変容を促す

✓ COOLBIZと連動した省エネエアコンキャンペー
ンを5月～6月頃にかけて実施

✓ 省エネ冷蔵庫キャンペーンを9月～10 月頃に
かけて実施

✓ LEDキャンペーンを12月頃に実施

⚫ より節電・省エネを実現できる家電の使い
方に関する情報発信を実施し、WEB・SNS・メ

ディア等で展開

⚫ LEDの普 及 啓 発 を強 化 す る た め、「COOL
CHOICE×LED」のロゴ作成を検討

⚫ 「カメラでしんきゅうさん」の機能向上

⚫ その他補助金事業等の推進

各種キャンペーンの強化
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～第4回COOL CHOICE推進チーム
（30年2月〇日開催）資料～



省エネ製品買換ナビゲーション「しんきゅうさん」の改良

省エネ製品への買換えを促進するコンテンツ「しんきゅうさん」を、消費者・販売店に、より
利用しやすいものに改良。統一省エネラベルをスマートフォンのカメラで撮るだけで、10年前
の製品との電気代などの比較が簡単にできる「カメラdeしんきゅうさん」を新たに開発。

＜「カメラdeしんきゅうさん」利用の流れ＞

関係者と連携したしんきゅうさんの普及

＜省エネカタログで紹介＞ ＜スマートライフブックで紹介＞

＜PC版しんきゅうさんも見やすく改良＞

＜統一省エネラベル＞

【PV数（28年度）】
PC：428,725

スマホ：1,122,387

＜COOL CHOICEアプリに搭載＞

新コンテンツを活用しながら、効果的に
買換えを促進する
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省エネ住宅グループ活動（案）
➢ 29年度は、特設HPやポスター、ビジネストークガイド等を活用し、新築・持ち家等の啓発を実施。
➢ 30年度は、持ち家のリフォームや賃貸住宅など、消費者に行動変容を促すのが、相対的に難しい分野での啓発

を実施。
➢ 実施の際には、リフォーム等への心理的ハードルを下げるため、DIYや省エネ建材の促進や体験を通じたきっかけづくり

に取組む。併せて、給湯分野での節水・節湯、省エネの普及啓発を実施。

啓発・呼びかけの強化

⚫ 特設HPの更新、ポスターの作成・掲出

⚫ 賃貸住宅居住者向けの施策を強化

✓ 断熱性能等の情報提供開始に関する検討
→現在は部屋選びの検討要素となっていないが、指標

化を通じ消費者ニーズを取込むことで、賃貸住宅の
資産価値向上へ働きかける
※ 想定光熱費の参考表示についても検討

✓ オーナーや管理会社向けに、既存住宅の断熱性能
等を向上させるポイントを発信

⚫ ビジネストークガイドの更新・配布拡大（施主への接触
頻度を出来る限り増加させるよう、既存のリフォーム関連
イベントや環境関連イベント・消費者関連イベント等の機
会を最大限有効活用）

✓ 暑さ・寒さ対策になるDIYとリフォーム向け省
エネ建材を紹介したガイド作成を検討

⚫ 住宅における「高断熱浴槽、節水トイレ、節水・節湯水
栓（浴室、洗面所、台所、トイレ）」の普及を後押しし
ていくため、「水回りでCOOL CHOICE（仮称）」の
ロゴ作成を検討

⚫ 新築住宅の購入を検討する世帯向けに、来年度も
ZEH体験宿泊を実施

✓ 2017 年度事業の効果検証を踏まえた企画立案
を行い、2018 年12月～翌2月に実施

⚫ 既存住宅のリフォームを検討する世帯向けに、新たに省
エネリフォーム体験を実施

✓ 秋までに協力施設を公募し、ウォームビズと連携し
た体験事業の実施を想定

✓ あわせて「今住んでいる家の温度を確認してみませ
んか（仮称）」という呼びかけを実施（測定した際
に、測定した家の状況が同様の地域の家と比べて
相対的にどの程度の水準か比較出来るような仕組
みを合わせて検討）

⚫ その他補助金事業等の推進

⚫ 環境団体や消費者団体への、住宅関連セミナーの参画
呼びかけ

⚫ 関係者への、温暖化防止コミュニケーターへの参画呼び
かけ

体験型施策の充実等
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～第4回COOL CHOICE推進チーム
（30年2月〇日開催）資料～



断熱・省エネリフォーム促進のためのビジネストークガイド

マイホームにお住まいのリフォーム検討中の方をターゲットに、「冬寒く、夏暑い住
宅」に住むことによる健康への悪影響等の消費者に訴求する内容を分かりやすくシン
プルにまとめた冊子（ビジネストークガイド）を作成。中小工務店等によるビジネス

トークガイドの活用を通じ、断熱・省エネリフォームを推進する。

＜統一ロゴマークを旗印として展開＞

＜ポスター＞

ビジネストークガイド

➢断熱・省エネリフォームの必
要性やメリットを、図や写真
を用いてわかりやすく説明。

➢代表的なリフォーム（窓、
サッシ、床等の断熱）につい
て解説。

➢各種補助金・税制優遇等につ
いても説明を掲載している他、
うちエコ診断も紹介。
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低炭素物流グループ活動（案）
➢ 29年度は、特設HPやポスター、協力企業・団体のPOP等を活用した啓発・呼びかけを実施。
➢ 30年度は宅配便を1回で受取るための具体的な事例紹介をEC利用頻度の高い若者を中心に実施。
➢ 前述のとおり、再配達問題に関わる各主体間の状況の共有と主体間連携のために、キャンペーン開始から概ね1年後

の平成30年3月にワークショップ開催。ワークショップでの議論も踏まえキャンペーンを実施。

啓発・呼びかけの強化

⚫ 特設HPの必要に応じた更新

⚫ ポスターの作成・掲出

⚫ 協力企業・団体の取組を支援

⚫ 地方公共団体やコミュニティFM、地域センター等
を活用し、より多くの消費者に届くよう情報発信
力を強化（補助金事業等）

⚫ 2017 年 度 よ り 開 始 し た”COOLCHOICE
LEADERS AWARD”の継続、良い取組の表彰
を通じたインセンティブづくり

⚫ 関係者への、温暖化防止コミュニケーターへの参
画呼びかけ

⇒特に、30 年度は次世代を担う若者向けの呼び
かけを強化することを目標に各取組を推進

⚫ 職場での受取り事例を収集・紹介するとともに、

より拡大させるために必要な方策を検討

⚫ 宅配ボックスの普及・利用拡大に向けた検討

✓ 集合住宅における宅配ボックスの利用拡大・
先進事例の収集と紹介

✓ 戸建住宅用宅配ボックスに関し、一般財団法
人ベターリビングが策定した優良住宅部品認
定基準等を紹介

✓ 29 年度のオープン型宅配ボックス補助金の成
果を分析し、宅配ボックス等の活用を促進

⚫ 宅配便が特定の時期に集中する状況について

問題提起を行い、個人が発注した店舗に引取り
に行くことの推進やピークシフトの可能性等の対
応策を検討

アクション例の紹介・検討

○普及啓発事業の実施に当たっては、29年7月の閣議決定の総合物流施策大綱を踏まえ、30年1月に策定された総
合物流施策推進プログラム内で設定された指標（宅配便の再達率：16 % 程度（2017 年度）→13% 程度
（2020 年度）やその進捗状況も確認しつつ、経済産業省及び国土交通省と連携して取組を進めていく予定。
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～第4回COOL CHOICE推進チーム
（30年2月〇日開催）資料～



COOL CHOICEできるだけ一回で受け取りませんかキャンペーン
～みんなで宅配便再配達防止に取り組むプロジェクト～

＜統一ロゴマーク＞

宅配便の再配達の削減、CO2の削減に向け、国民運動「COOL CHOICE」の一環として、
国民に宅配便をできるだけ一回で受け取ることを呼びかけるキャンペーンを開始。

＜キックオフイベントの模様（３月29日）＞

＜ポスター＞＜特設サイトを通じた情報発信＞

キックオフイベントを開催し、
関係省庁及び賛同団体・企業と連携して取り組む
◆ キャンペーンのキックオフイベントには、山本大臣、

関副大臣に加えて、経済産業省、国土交通省及び賛
同団体・企業が参加。

◆ Yahoo!ニュースのトップ記事となるなど、メディア
でも大きく取り上げられた。

統一ロゴマークを活用しながら、
関係者と連携してキャンペーンを実施
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エコカーグループ活動（案）
➢ 29年度は、特設HPやポスター、モーターショー等を活用した啓発・呼びかけを実施。
➢ 引き続きエコカー減税対象車への買換え促進キャンペーンを推進。
➢ エコカーの買換えには数年～10年程度を要することから、消費者により身近なエコドライブ推進をきっかけにして

エコカー買換えを呼びかける事業に組込む。より省エネで安全な運転を促すとともに、エコカー買換えキャンペーン
を呼びかけるきっかけ作りとする。

啓発・呼びかけの強化

⚫ 特設HPの必要に応じた更新

⚫ ポスターの作成・掲出

⚫ 地方公共団体やコミュニティFM、地域センター等
を活用し、より多くの消費者に届くよう情報発信
力を強化（補助金事業等）

⚫ 2017 年 度 よ り 開 始 し た”COOLCHOICE
LEADERS AWARD”の継続、良い取組の表彰
を通じたインセンティブづくり

⚫ 関係者への、うちエコ診断士、温暖化防止コミュ
ニケーターへの参画呼びかけ

⚫ より燃費の良いエコカーへの買換え訴求を継続し
て実施

⚫ エコドライブ推進を取込み、より低炭素な運

転を促す普及啓発活動を推進

✓ エコドライブの認知率・実施率の向上を目標に、
重点ポイントを中心としたより取組みやすく
感じるような普及啓発活動を推進

✓ エコドライブによる実走行燃費の把握を入口に、
より燃費の良いエコカーへの買換えを検討する
ような相乗効果・波及効果を期待できる事

業を検討

エコドライブとの相乗効果
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～第4回COOL CHOICE推進チーム
（30年2月〇日開催）資料～



チョイス！エコカーキャンペーンの実施

新車への買換えを検討している消費者をターゲットに、販売店、メーカー等の関係者
と一体となり、エコカーへの買換えを促進するためのキャンペーンを実施。「エコ

カーへの買換え」という消費者の選択・行動変容につなげる。

＜29年度・30年度「エコカー減税」＞

27年度燃費基準 32年度燃費基準
EV
等+10%

未満
+10%
達成

達成 +10%
達成

+20%
達成

+30%
達成

+40%
達成

29年度
軽減な
し

軽減あり 非課税・免税

30年度 軽減なし 軽減あり
非課税・免

税

PRイベントの開催

◆ 東京モーターショー（10月）
◆ 場所：東京ビッグサイト

ー概要ー
今年10月に開催される東京モーターショーにおいて、
エコカーへの買換えをPRするためのイベントを開催す
る予定。環境省政務が出席するとともに、著名人の
トークショーなどを通じてエコカーへの買換えを広く
呼びかけていく。

統一ロゴマークを活用しながら、
関係者と連携してキャンペーンを実施

＜統一ロゴマーク＞

＜ポスター＞ 39



ライフスタイルグループ活動（案）

➢ 29年度は、特設HPやポスター等を活用し、自転車のシェアリングから啓発・呼びかけを実施。
➢ 30年度は「シェアリングエコロジー」を推進していくため、更に対象を拡大し、移動・空間のシェアリングエコ

ノミーに関する普及啓発を呼びかけが可能な分野から順次積極的に実施。
➢ さらに、モノのシェアについても、環境省の取組「3R」に基づき、新たに「シェアリングエコロジー」の柱に発展させ

られないか検討。

啓発・呼びかけの強化

⚫ 特設HPの必要に応じた更新

⚫ ポスターの作成・掲出

⚫ 地方公共団体やコミュニティFM、地域センター等
を活用し、より多くの消費者に届くよう情報発信
力を強化（補助金事業等）

⚫ 2017 年 度 よ り 開 始 し た”COOLCHOICE
LEADERS AWARD”の継続、良い取組の表彰
を通じたインセンティブづくり

⚫ 関係者への、温暖化防止コミュニケーターへの参
画呼びかけ

⚫ 「移動のシェア」の推進を強化

✓ 自転車シェアのキャンペーン継続

✓ 従来のスマートムーブに加え、その他の移動手
段のシェア（カーシェア他）へも活動を展開で
きないか検討

⚫ 「空間のシェア」の推進を強化

✓ クールシェア・ウォームシェアのキャンペーン継続

✓ 居住空間のシェアがシェアリングエコロジーにつ
ながるかを分析・検証し、新たな普及啓発分
野となりうるか検討

⚫ 「モノのシェア」に関する検討

✓ 従来の「3R」の取組をベースに、新たにシェアリ
ングエコロジーの柱となりうる分野がないか検討

各種キャンペーンの強化
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～第4回COOL CHOICE推進チーム
（30年2月〇日開催）資料～



シェアエコ ～シェアリングエコノミーをシェアリングエコロジーへ～

低炭素で質の高い新しいライフスタイルが定着していくことを狙い、低炭素に資するシェ
アリングエコノミーとの連携を目指す。まずは、自転車シェアリングとの連携を開始。

＜ドコモ・バイクシェアリングとの連携を開始＞

大臣との面談

＜山本大臣と坪谷社長との面談の様子(6/23)＞

➢ 低炭素に資するシェアリングエコノミーとの連携
の一環として、都内7区（江東区、千代田区、港
区、中央区、新宿区、文京区、大田区）において
自転車シェアリングを展開する株式会社ドコモ・
バイクシェアとの連携を開始。

➢ 第１弾として、株式会社ドコモ・バイクシェアが
運営するシェアサイクルに「COOL CHOICEス
テッカー」を掲出し、自転車シェアリングが新し
いライフスタイルとして根付いていくことを目指
す。＜COOL CHOICEステッカー＞

株式会社ドコモ・バイクシェアなどと連携して、
自転車シェアリングの拡大・定着を図る
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商業施設、複合施設、郵便局等が参加した地域一体型クールシェア推進モデル事業

ＷＩＮＷＩＮ Point！

旅行客
熱中症の回避・新たなお店の発見

商店街
1階ペースをクールシェア空間として開放
地下食堂街等の宣伝・街の回遊策

環境省
街区でのクールシェアモデルを提供・データ化
クールチョイス＝クールシェアで認知拡大

ＣＯ２削減・熱中症対策推進

オフィスビル・百貨店・スーパー等での展
開

クールシェア各地で実施

JOCとの連携呼びかけパブリシティの最大化

＜事業概要＞

日本を代表する商業地区である日本橋から、商業施設、複合施設、金融機関等が参加した地域一体型の
クールシェア推進モデル事業を実施することにより、全国で地域一体的に行うクールシェアの賛同の輪を広
げ、ＣＯ２の削減を図るとともに、気候変動の適応策の一つとしての熱中症対策を推進する。
なお、本モデル事業の実施に合わせて、環境省では以下の推進施策を同時に実施する。
①ＣＯＯＬＣＨＯＩＣＥ賛同企業団体、都道府県政令指定都市へのクールシェア参加を呼びかけを実施

②地域一体的にクールシェアを推進するための統一ポスター・ステッカー・ポップ等の推進ツールを製作し、
クールチョイス賛同企業団体等に対して、ダウンロードによる使用を可能とする。
なお、ツールのうち、ポスター及びステッカーは、希望する企業団体等に対して配布を実施（数量限定）

③登録されたクールシェアスポットをクールチョイスHPから表示

市民
クールシェアによるエアコン消費の削減企業の掲出イメージ



クールシェアマップのイメージと記載事項

画面イメージ

マップは、
日本全国
の地図か
ら拡大縮
小が可能。

地点情報

クールシェア
スポットの

住所、電話番
号、営業時間、
クールシェア
対応などを記

載。



クールシェアとは



国民運動の推進コンテンツ COOL CHOICE TV

➤地球温暖化による日本各地の影響やその対策に関する動画（各２分程度、二次利用可能）を３００本配信中。
また、各分野の専門家や著名人の皆さんの地球温暖化に対するメッセージ動画もご紹介しています。

【COOL CHOICE TVウェブサイト】 ※今後随時更新予定 日本各地の影響や対策の動画は各種テーマで作成・配信中

【動画一例】

鹿島建設株式会社代表取締役社長からのメッセージ動画 “ねぶた”をLED化！（青森県） 崩れるサンゴの海の生態系（沖縄県）
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http://ondankataisaku.env.go.jp/coolchoice/tv/
COOL CHOICE TV

> テーマで探す：日本各地の地球温暖化による影響と対策

地球温暖化が日本各地にもたらしている影響や地域独自の温暖化対策について、各地のテレビ局が取材し
た動画を多数掲載しています。

環境省広報用動画（クールチョイス）

ご自由にご活用くだ
さい



環境省広報用動画（気候変動適応プラットフォーム）

47

「気候変動適応情報プラットフォーム」ポータルサイト

http://www.adaptation-platform.nies.go.jp/index.html

HOME > 動画 > 動画アーカイヴ

気候変動への挑戦（2016年環境省作成広報用動画）

ご自由にご活用くだ
さい



国民運動の推進コンテンツ COOL CHOICE SNS

➤スマートフォンやソーシャルメディアの利用率が上昇している現代に
おいて、

Face BookやTwitter等のSNS（ソーシャルネットワークサービス）
は、重要な広報手段の一つとなっている。
各種SNSでCOOL CHOICE専用のアカウントを立ち上げ、
COOL CHOICEの普及促進のために情報発信を行っている。

【Twitter】

参考：2016年度SNS利用動向に関する調査（ICT総研）

【Face Book】 【Instagram】

地球温暖化に関するNEWS等を随時発信！

48



国民運動の推進コンテンツ 「COOL CHOICE」アプリ

【コンテンツ一例】

➤地球温暖化の影響から対策までの情報をトータルでサポートするアプリです。

【アプリＴＯＰ画面】

○年代、入学・卒業・
就職・結婚などの
ライフイベントなど
を選択すると、

皆さんのライフスタ
イルに応じた

「おすすめ地球温
暖化対策プラン」を

紹介します！

【ダウンロードはこちら】
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国民運動推進コンテンツ COOL CHOICE推進デジタルキャラクター

◆商標登録申請済み
◆以下URLよりフリーDL可能

https://ondankataisaku.env.go.jp

/coolchoice/tool.html
◆使用ガイドラインも同時公開

画像データ

３ＤＣＧ動画 ◆以下URLより閲覧可能

https://ondankataisaku.env.go.jp

/coolchoice/character/release/
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その他①

第5次環境基本計画の策定
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source: IRENA (2017), REthinking Energy 2017: Accelerating the global energy transformation, REN21 (2017) 
Global Status Report 2017, World Nuclear Association

世界的な再生可能エネルギーの拡大

（「気候変動に関する有識者会合エネルギーに関する提言資料集」（2018 年2月外務省）より）

➢ 2012 年に、世界の再生可能エネルギー導入量は、化石燃料と原子力を上回り、
拡大を続けている。



企業の持続可能性を追求する世界の動き：
• CDP：「気候変動」「水」「森林」分野における企業の情報開示を要求
• RE100：再生可能エネルギーで100% 事業を行うことを目指す企業連合
• SBT：企業が２℃目標と整合した削減目標を設定する国際プロジェクト

➢ 持続可能でないものから資金や人材が離れていく
➢ 持続可能な経営が行われているかに注目が集まる

大企業はもちろん、サプライチェーンを通じて
中小企業にも対応が求められる時代に

押し寄せる「持続可能性」の波
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■人口減少・少子高齢化

• 2060 年には、総人口は9,284 万人に減少。
4割が65才以上になると推計。

• 我が国はかつてない人口減少・少子高齢化に突入。都市への人口集中、地方の衰退が顕在化し、

経済成長や労働生産性は低迷。

• 温室効果ガスの排出は近年減少傾向にあるが、中長期目標に向けて更なる大幅削減が必要。

■経済の低成長

• 一人当たりGDPは世界26位。(OECD中20位)

■労働生産性の低迷

• 労働生産性はG7で最も低い水準。(OECD中22位)

■資源･エネルギー制約

• 化石燃料の輸入により、2015 年は約18兆円の国富
が海外へ流出。■都市への人口集中と地方の衰退

• 2050 年には、現在の居住地域の6割で人口が
半減すると推計。→三大都市圏への集中。

■温室効果ガスの排出

• 2030 年26％、2050 年80％削減の目標。

（参考）環境産業の市場規模
2015 年に104 兆円を超え、過去最大に

累積排出量を
より小さくしながら
脱炭素社会を目指す

排出量
（億トンCO2換算）

2030年度
13年度比
26%減

2020年度
05年度比
3.8%減

12.7 億
トン

13.97 
億トン

2013 年度

14.08
億トン

2015年度
13.25億トン
（前年度比2.9%減）

今世紀後半に温室効果ガスの
人為的な排出と吸収のバラン

スを達成

80%減

日本が直面する環境・経済・社会の課題

■社会資本の老朽化

• 高度経済成長期に集中整備した社会資本が老朽化。
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地域循環共生圏

第２部 環境政策の具体的な展開第五次環境基本計画の基本的方向性



①持続可能な生産と消費を実現する
グリーンな経済システムの構築

○ＥＳＧ投資、グリーンボンド等の普及・拡大
○税制全体のグリーン化の推進
○サービサイジング、シェアリング・エコノミー
○再エネ水素、水素サプライチェーン
○都市鉱山の活用 等

②国土のストックとしての価値の向上

④健康で心豊かな暮らしの実現

⑤持続可能性を支える技術の開発・普及

③地域資源を活用した持続可能な地域づくり

⑥国際貢献による我が国のリーダーシップの発揮と
戦略的パートナーシップの構築

○気候変動への適応も含めた強靱な社会づくり
○生態系を活用した防災・減災（Eco-DRR）
○森林環境税の活用も含めた森林整備・保全
○コンパクトシティ・小さな拠点＋再エネ・省エネ
○マイクロプラを含めた海洋ごみ対策等

○地域における「人づくり」
○地域における環境金融の拡大
○地域資源・エネルギーを活かした収支改善
○国立公園を軸とした地方創生
○都市も関与した森・里・川・海の保全再生・利用
○都市と農山漁村の共生・対流等

○持続可能な消費行動への転換
（倫理的消費、COOL CHOICEなど）

○食品ロスの削減、廃棄物の適正処理の推進
○低炭素で健康な住まいの普及
○テレワークなど働き方改革＋CO2・資源の削減
○地方移住・二地域居住の推進＋森・里・川・海の管理
○良好な生活環境の保全 等

○福島イノベーション・コースト構想→脱炭素化を牽引
（再エネ由来水素、浮体式洋上風力等）

○自動運転、ドローン等の活用による「物流革命」
○バイオマス由来の化成品創出

（セルロースナノファイバー等）
○AI 等の活用による生産最適化等

○環境インフラの輸出
○適応プラットフォームを通じた適応支援
○温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」シリーズ
○「課題解決先進国」として海外における

「持続可能な社会」の構築支援等

25

６つの重点戦略
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バイオマス発電所
（H29環境白書より）

洋上風力発電施設
（H28環境白書より）

セルロースナノファイバー
（H29環境白書より）

土砂崩壊防備保安林
（環境省HPより）

ϵКʾḕẽТ϶˔жЭ
τ ΰθ ḕẽ

森里川海のつながり
（環境省HPより）

第五次環境基本計画と６つの重点戦略
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地域エネルギー企業による再エネ・省エネ・蓄エネサービスの拡大

➢「再エネ・省エネ・蓄エネの総合サービス」を担う地域エネルギー企業は地域
単位で需要に柔軟に対応。施設の設置、メンテナンス、マネジメント等を担う
ビジネスの育成を通じ、地域経済の活性化、雇用の創出。

￥
関係者が出資

地元金融機関が
融資

高い再エネ利用
目標を掲げる企業

工場屋根・遊休地

利用

供給

公共施設
オフィス・店舗・家庭

病院・学校など

利用

供給

廃棄物発電

余熱利用

利用

需要地近接型のベンチャー新電力による
地域資源を活用した再エネ発電

地域エネルギー

企業

供給

供給

水素バス
（例：日野自動車）

フォークリフト
（例：豊田自動織機）

地元自治体の温暖化対策計画とも連携

金融機関・
ファンド 水力発電

地熱発電

バイオマス集材発電

＜事業体の主な特徴（例）＞
⚫地方自治体の積極的な参画・関与
⚫地域金融機関の協力（資金調達、事業性の評価等）
⚫地元企業や一般市民の出資
⚫電源に占める高い再エネ比率（CO2排出係数小さい）
⚫需給管理等の事業ノウハウ蓄積
⚫地域の雇用創出、経済活性化に貢献 等

＜すでに活動している主な地域エネルギー企業の例＞
○みやまスマートエネルギー(福岡県みやま市):

地元再エネの活用に加え、高齢者見守りサービス、自治体間
連携による共同購買によるコスト削減等を展開。

○浜松新電力(静岡県浜松市): 
政令指定都市初の新電力。市と地元企業等が協働して設立。

省エネ支援等のエネルギー総合サービスを提供する「浜松版シュ
タットベルケ」を目指している。

○やまがた新電力(山形県): 
都道府県初の新電力。供給基地化、災害対応力の向上、

「地域経済の活性化、「産業の振興」を目指している。

出資・投融資

回収・配当
浄水場での
小水力発電
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◆企業の持続可能性に対する投資家・消費者の目は厳しくなっており、
「エネルギー脱炭素化」、「環境情報開示」は、サプライチェーン全体として
の対応が求められつつある。

◆「災害対応」「働き方改革」など持続可能な企業経営に必要となる取組
は、環境対策がその一翼を担っており、同時解決の１つの視点。

◆住民の困りごと・地域課題はビジネスの種になる。環境・経済・社会の諸
課題を同時解決する視点も、持続可能な企業経営にとっては重要。

◆環境マーケットは、実は目の前に広がっている。持続可能性を追求する
ことが、その獲得に向けた鍵となるのではないか。

持続可能性は「新たな成長」のキーワード

「持続可能性」を追求することで、
「新たな成長」を実現し、世界の脱炭素化をリード



その他②

気候変動適応法
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「気候変動影響評価報告書（中央環境審議会意見具申）」取りまとめ（平成27年3月）

「気候変動の影響への適応計画」の閣議決定（平成27年11月27日）
・各分野（①農林水産業、②水環境・水資源、③自然生態系、④自然災害、⑤健康、⑥産業・

経済活動、⑦国民生活）における適応策の推進
・気候変動適応情報プラットフォーム（国立環境研究所が運営）の構築（平成28年8月）

・地域適応コンソーシアム事業の開始（平成29年7月）
・適応計画のフォローアップ報告書の取りまとめ（平成29年10月）

「気候変動適応法案」の閣議決定（平成30年2月20日）

「気候変動適応法」の公布（平成30年6月13日）

適応策の法制化に向けた検討
・国会における議論・・・気候変動の影響への適応計画の早期の法定計画化
・地方公共団体からの要望・・・地方自治体の適応策に係る計画策定の法定化

・政府における検討（関係府省庁連絡会議、地方公共団体・中央環境審議会意見聴取）

60

気候変動適応法成立までの経緯



気候変動適応法（１） [平成三十年法律第五十号]
平成30年６月13日公布

➢国、地方公共団体、事業者、国民が
気候変動適応の推進のため担うべき
役割を明確化（第三条～第六条）

・区域の状況に応じた気候変動適応に関
する施策の推進

・区域の事業者等の気候変動適応を促進
するため、情報の提供等

・事業活動の内容に即した気候変動適応
・国・地方公共団体の適応に協力

１．目的 (第一条)

➢気候変動（地球温暖化その他の気候の変動）に起因して生活、社会、経済及び自然環境における気候変動影
響が生じていること、並びにこれが長期にわたり拡大するおそれがあることに鑑み、気候変動適応を推進し、もって現

在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与する。

・気候変動適応に対する関心と理解を深める
・国・地方公共団体の施策に協力

・気候変動適応に関する施策を総合的に策定・推進
・各主体の気候変動適応を促進するため、気候変動等に関する

情報の収集・分析・提供を行う体制の確保等

２．定義（第二条）

➢ 気候変動影響：気候変動に起因して、人の健康又は生活環境の悪化、生物の多様性の低下その他の生活、社
会、経済又は自然環境において生じる影響をいう。

➢ 気候変動適応：気候変動影響に対応して、これによる被害の防止又は軽減その他生活の安定、社会若しくは経
済の健全な発展又は自然環境の保全を図ることをいう。

国民

事業者

国

地方公共
団体

役割に応じた
適応の推進
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３．各主体の役割



気候変動適応法（２） [平成三十年法律第五十号]
平成30年６月13日公布

◼ 国、地方公共団体、事業者、国民等の幅広い主体の連携・協力による取組を展開
◼ 信頼できるきめ細かな情報に基づき、各分野において効果的な適応策を推進

農
林

水
産
業

水
環
境
・

水
資
源

自
然

生
態
系

自
然
災
害

健
康

産
業
・

経
済
活
動

国
民
生
活

将来影響の科学的知見に基づき、
・高温耐性の農作物品種の開発・普及
・魚類の分布域の変化に対応した漁場の整備
・堤防・洪水調整施設等の着実なハード整備
・ハザードマップ作成の促進
・熱中症予防対策の推進 等

４．気候変動適応計画及び気候変動影響の評価

➢評価手法等の開発（第九条）

政府は、農業や防災等の各分野の適応を推進する気候変動適応計画を策定。

気候変動計画の実施による気候変動適応の進展の状況をより的確に把握し、及び評価する手法を開発。

環境大臣は、最新の科学的知見を踏まえ、おおむね５年
ごとに、気候変動影響の評価を実施。
その結果等を勘案して適応計画を改定（第八条）。

➢気候変動影響の評価（第十条）

気候変動適応計画の策定（第七条）

➢関連する施策との連携（第十五条）

気候変動適応に関する施策の推進に当たっては、防災、
農林水産業の振興、生物多様性の保全等、関連する
施策との連携を図る（施策への適応の組み込み）。

気候変動影響
の評価

おおむね5年ごと

Plan

Do

Check

Action
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評価手法等の
開発



気候変動適応法（３） [平成三十年法律第五十号]
平成30年６月13日公布

➢適応の情報基盤の中核として国立環境研究所を位置付け。
➢国立環境研究所は、気候変動影響及び気候変動適応に関する情報の収集、整理、分析及び提供を行う。

➢国立環境研究所は、地方公共団体等に対する技術的助言等を行う。

「気候変動適応情報プラットフォーム」（国立環境研究所サイト）の主なコンテンツ

http://www.adaptation -platform.nies.go.jp/index.html

コメの収量の
将来予測

砂浜消失率の
将来予測

※品質の良いコメの収量

５．適応の情報基盤の整備（第十一条）

国立環境研究所国の調査研究機関等

連携

地域気候変動適応センター

地方公共団体技術的助言等

➢国立環境研究所は、
国民一人一人が日常
生活において得る気候
変動影響に関する情報
の有用性に留意する。
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※ 地域の大学や研究機関

※ 農業や防災等の研究機関

情報の共有

＜対象期間＞ 21世紀末（2081 年～2100 年） ＜シナリオ＞ 厳しい温暖化対策をとった場合（RCP2.6 ）



気候変動適応法（４） [平成三十年法律第五十号]
平成30年６月13日公布

６．地域における適応の推進

➢地域気候変動適応計画（第十二条）

都道府県及び市町村は、政府の気候変動適応計画を勘案し、地域気候変動適応計画を策定するよう努める
（共同で策定可能）。

➢地域気候変動適応センター（第十三条）
都道府県及び市町村は、地域における気候変動影響や適応に関する情報収集、整理、分析、提供等を行う拠点として、

地域気候変動適応センターを確保するよう努める（共同で確保可能）。

➢気候変動適応広域協議会（第十四条）

国、地方公共団体、地域気候変動適応センター、事業者等が連携して地域における適応策を推進するため、気候変動適応
広域協議会を組織（庶務：地方環境事務所）。

地域気候変動
適応センター

拠点の確保

地方公共団体 情報提供、技術的助言

広域協議会（地域ブロックごと）

国の地方支分部局

国立環境研究所

64

事業者等

協力の要請

資料・説明等

国の調査研究機関等

➢国は、地方公共団体の気候変動適応に
関する施策の促進を図るため、情報の提供
等の援助を行うよう努める（第十九条）。



気候変動適応法（５） [平成三十年法律第五十号]
平成30年６月13日公布

➢ 国際協力の推進（第十八条）
・気候変動等に関する情報の国際間における共有体制を整備
・開発途上地域に対する気候変動適応に関する技術協力等を推進

７．適応の国際展開等

➢ 事業者及び国民の理解促進（第十七条）
・事業者及び国民の関心と理解を深めるため、広報活動・
啓発活動等を推進

自社の事業活動において、
気候変動から受ける影響を低減

させる

適応をビジネス機会として捉え、
他者の適応を促進する製品や

サービスを展開する

インドネシアの米の収量予測 フィリピンの洪水の将来予測

途上国における気候リスク情報

アジア太平洋地域
の途上国

アジア太平洋適応情報プラットフォーム
（AP-PLAT）

➢ 事業者の適応／適応ビジネスの促進（第十九条）
・事業者の気候変動適応（事業者の適応）を促進
・事業者の気候変動適応に資する事業活動（適応ビジネス）

を促進
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